
令和3年度（2021年度）

予算大事業名 上記以外の歳出予算科目及び予算大事業名

事業の目的と概要

Ⅰ　事業の成果（実績）

Ⅱ　財務情報
◆行政コスト計算書 （単位：千円） 行政コスト計算書の主な増減理由（特徴的な事項）

地方税
分担金及び負担金
使用料及び手数料

府支出金（経常費用充当）
財産収入
寄附金
他会計からの繰入金
受取利息及び配当金
その他
経常収入　小計 （a）
給与関係費
物件費
維持補修費
社会保障扶助費

◆キャッシュ・フロー収支差額集計表 （単位：千円）
特別会計への繰出金
減価償却費
徴収不能引当金繰入額 行政サービス活動収入
賞与引当金繰入額 行政サービス活動支出
退職手当引当金繰入額
支払利息 投資活動収入
その他 投資活動支出
経常費用　小計 （b） 投資活動収支差額

経常収支差額 （a）-（b）=（c） 財務活動収入
固定資産売却益 財務活動支出
その他 財務活動収支差額
特別収入　小計 （d） 収支差額　合計
固定資産除売却損 一般財源充当額
その他 一般会計からの繰入金
特別支出　小計 （e） 一般会計への繰出金

特別収支差額 （d）-（e）=（f） 前年度からの繰越金
一般財源調整額 （g）
当期収支差額 （c）+（f）+（g） キャッシュ・フロー収支差額集計表の特徴的な事項
一般財源充当額
一般会計からの繰入金
一般会計への繰出金
再計

◆単位あたりのコスト分析（「経常費用 小計（b）」を「実績」で割って円単位で算出しています。）

人 円
人 円
人 円

円
円
円

令和元年度

令和2年度

令和3年度

令和2年度 376,944 556
令和3年度 378,781 536

指  標  名 年度 実績 単位あたりコスト 分  析  内  容  （ 前  年  度  と  の  増  減  理  由）

市民1人あたりのコ
スト

令和元年度 373,978 620 市民1人あたり年間536円のコストがかかっています。前年度より20円減少しました。減価償
却費が減少したことが主な原因です。（各年度3月31日現在の吹田市人口で算出していま
す。）

- - - -
△1,914,737 △827,087 1,795,442 2,622,528 

△79,427,217 △80,214,558 △83,062,177 △2,847,619 
決算額の
主な内容

【行政サービス活動支出】財務会計システム更新
支援業務及び指定金融機関事務経費

- - - -

77,744,256 79,586,729 85,060,663 5,473,934 
77,512,480 79,387,471 84,857,619 5,470,148 

- -
- - - - 3,878,460 1,985,341 1,166,755 △818,587 

- - - - - -

△2,847,619 

- - - - - - - -

84,855,610 5,459,639 
特

別

費

用

- - - - △79,427,217 △80,214,558 △83,062,177 

- - - - 77,528,013 79,395,971 

-
- - - - △773 △3,208 △3,208 -

- -
特

別

収

入

- - - - 773 3,208 3,208 
△231,776 △199,258 △203,044 △3,786 - -

5,390 5,390 
231,784 209,509 203,059 △6,449 - 800,000 △5,390 △805,390 

- 10,238 - △10,238 - -

6,265,029 

- - - - - 800,000 - △800,000 

196,471 8,908 
3,663 6,260 10,502 4,242 行政サービス活動収支差額 77,528,787 78,599,178 84,864,207 

10,540 10,517 9,852 △666 215,478 187,563 

B B-A
- - - - 77,744,264 78,786,741 85,060,678 6,273,937 

区分
令和元年度 令和2年度 令和3年度 差額

21,829 14,962 5,066 △9,896 A

負担金・補助金・交付金等 37 57 65 8 
- - - -

- 417 417 
- - - -

経
常
費
用

125,643 127,783 129,369 1,585 
70,073 39,691 47,790 8,099 

-

8 10,251 15 △10,236 
8 10,251 15 △10,236 

- - - -
- - - -

- - - -
- - - -

国庫支出金（経常費用充当） - - - -
- - - -

- - -
- - - -

B B-A

物件費 財務会計システム改修業務により6,782千円の増

経
常
収
入

- - - -
-

成
果
の
説
明

支出命令書等とは、支出命令書、払出命令書、戻出命令書及び振替命令書です。取消件数には、会計室に提出する前に、各室課において誤りなどが
判明したことにより取り消した件数も含みます。支出命令書等の取消が、事務の非効率になるという認識のもと、取消割合を下げることが成果であると
考えています。
会計事務の適正な処理及び財務諸表の正確性の向上を図るため、会計事務及び新公会計制度の実務研修等を毎年実施しています。

勘定科目
令和元年度 令和2年度 令和3年度 差額 勘定科目 決  算  額  の  主  な  内  容

A

会計事務研修等実施参加人
数及び回数

人／回 128/3 55/1 52/3 会計事務研修及び新公会計制度研修の参加人数

支出命令書等取消割合 ％ 17.9 21.9 16.5
会計室が１年度に審査した支出命令書等の合計件数に対する誤り、不
備等により命令書等の取消をした件数の割合

会計事務においては、法令、規則等に基づき、収入及び支出の適正かつ効率的な執行のため、財務会計システムを導入し、予算の適正な管理運用を
行っています。また、市民への説明責任の充実及び事業マネジメントの強化に資するため、複式簿記、発生主義という企業会計の考え方を取り入れ、企
業会計に準じた財務諸表の作成及び公表を行っています。　主な事務内容は次のとおりです。
　・収入に関する事務、現金及び有価証券の保管、現金及び財産の記録管理等に関する事務
　・支出に関する事務、支出命令書等の審査、源泉徴収に係る所得税の納付等に関する事務
　・物品の出納、保管、備品の統括記録管理に係る事務
　・財務会計システムの運用事務、財務会計システム更新に係る事務
　・準公金の取扱いに係る指導

指  標  名 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度 成　果　指　標　の　定　義

部局名 会計室 予算執行所属 会計室

一般事務事業
会計事務事業

（項） 1 総務管理費 （目） 1 一般管理費

管理事業名 会計事務事業 総合計画の
体系

大綱　-
政策　-
施策　-

-

主な歳出
予算科目

一般会計 （款） 2 総務費



◆貸借対照表 （単位：千円）

現金預金 流動負債
未収金 地方債
財政調整基金 短期借入金
短期貸付金 賞与引当金
徴収不能引当金 未払金
その他流動資産 リース債務

有形固定資産 その他流動負債
土地 固定負債
建物・工作物 地方債
リース資産 長期借入金
建設仮勘定 退職手当引当金

無形固定資産 リース債務
有形固定資産 その他固定負債

土地 負債の部合計
建物・工作物
建設仮勘定 純資産

重要物品
図書館資料
投資その他の資産

出資金
長期貸付金
基金
徴収不能引当金 純資産の部合計
その他債権

資産の部合計 負債及び純資産の部合計

Ⅲ　財務構造分析 貸借対照表の主な増減理由（特徴的な事項）
▽人にかかるコストの内訳

月平均

人 日 日
千円 千円 千円

千円

▽経常費用の構成割合 物件費の内訳（単位：千円）

▽分析指標 （単位：％） ▽その他特記事項

A B
受益者負担比率
徴収不能引当率
一般財源充当比率

Ⅳ　総括
▽分析結果の説明

▽分析結果を踏まえた事業の課題

【一般財源充当比率の数値についての補足説明】
　各事業を実施するための市税等の一般財源を、現金預金を管
理する会計事務事業から一括して各事業に配賦しているため、
他の事業とは反対に一般財源充当比率の算出式に当てはめる
と、左の表のとおりとなりますが、上記のことを除外し、他の事業
と同じ条件で算出した場合の同比率は、100％（205,023千円／
205,069千円）になります。

本事業は、経常費用全体（203,059千円）の73％（149,722千円）が人にかかるコスト（給与関係費、賞与引当金繰入額、退職手当引当金繰入額の合計）で、
23%(47,790千円）が物件費、2％（5,066千円）が財務会計システムソフトウェア及び機器の減価償却費となっています。物件費の主なものは、指定金融機関
事務経費が19,136千円、財務会計システムソフトウェア保守業務委託料が9,261千円、財務会計システム更新支援業務委託料が15,187千円となっていま
す。

会計事務事業は、支出命令書の審査、支払事務、物品管理事務など効果の数値化が困難な業務で、日々の業務を滞りなく処理できていることにおいて成
果があったと考えています。時間外勤務については、決算の調製、決算常任委員会の対応など、時期的な業務繁忙が主なものです。
会計事務事業は、ほぼ100％一般財源で賄われている事業です。業務改善につながるよう、今後も業務の効率化やテレワークの推進、ペーパレス化の視
点も含めた財務会計システムの機能追加など、限られた財源を有効に活用する必要があります。

△ 36729.2 △ 42047.7 △ 40504.6 1543.1

- - - -
- - - -

分析指標　　　　　　　       　　年度
令和元年度 令和2年度 令和3年度 差

B-A

財務会計システムソフトウェア
減価償却により1,679千円の減

149,722 

内、時間外勤務手当 2,220 

重要物品 セルフ納付機導入による5,210千円の増

給与関係費等 143,447 6,275
合計(千円）

無形固定資
産

事業従事人数
年間従事延日数 年間従事延日数

17 586

勘定科目 増  減  理  由
常勤・再任用 会計年度任用等 特別職非常勤

リース資産
財務会計システム機器等
減価償却により3,208千円の減

3,696,075 3,590,107 △105,967 3,696,075 3,590,107 △105,967 
- - -
- - - 1,061,552 2,856,993 1,795,442 
- - -
- - -
- - -
- - -
- - -
- 5,210 5,210 
- - - 1,061,552 2,856,993 1,795,442 
- - -
- - - 2,634,523 733,114 △1,901,409 

7,484 4,277 △3,208 
イ

ン

フ

ラ

資

産

- - - - - -

- - - 96,402 98,590 2,188 
1,716 38 △1,679 

- -
10,692 7,484 △3,208 - - -

617,188 △1,899,724 
- - - 103,886 102,867 △1,019 

固
定
資
産

事
業
用
資
産

10,692 7,484 △3,208 2,516,912 

- - - -

2,516,912 617,188 △1,899,724 3,208 3,208 -
- - - - - -

- -
- - - 10,517 9,852 △666 

△1,900,390 
- - - - - -流

動
資
産

1,166,755 2,960,187 1,793,433 2,530,637 630,247 

- - - -

令和2年度末 令和3年度末 差額
A B B-A A B B-A

勘定科目
令和2年度末 令和3年度末 差額

勘定科目

給与関係

費

63.7%

物件費

23.5%

維持補修

費

0.2%

負担金・補

助金・交付

金等

0.0%減価償却

費

2.5%

賞与引当

金繰入額

4.9%

退職手当

引当金繰

入額

5.2%

103 

2,911 

19,290 

24,635 

585 

266 

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000

旅費

需用費（修繕費を除く）

役務費

委託料

使用料及び貸借料

備品購入費

12(一般会計・会計事務事業)


